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令和６年度 (一社) 国際建設技術協会法人正会員企業 

財務状況調査結果 (報告) 

令和 6 年度調査では海外建設コンサルタント業務の税引前当期純利益の合計

を売上高合計で除した「収益率」(税引前利益率)が 2.43％の赤字となり、昭和

59 年に調査を開始して以降過去 41 年間で最低となりました。 

また、平成 25 年度以降、過去 12 年間連続で国内部門と比べて海外部門の 

収益率が低い状況が続いています。 

なお、本調査は、これまで弊協会会員までの範囲で毎年情報共有していた 

ものですが、今回初めて公表するものです。 

1 調査対象 

法人正会員企業 全 24 社 

※但し、調査回答について、国内外での税引前利益率の算定にあたり、売上原

価及び税引前当期利益が国内／海外別に区分されていない企業も多く、以下

の分析ではこのような企業等を除いた 11 社を分析対象としています。 

 

2 調査対象期間 

令和６年４月～令和７年９月の期間内の１年間（企業ごとの会計年度による） 

 

 

3 令和６年度税引前収益率 

海外事業  -2.43％ (S59～R6 加算平均 1.73％) 

国内事業  10.12％ (S59～R6 加算平均 5.32％) 

総  額     7.48％ (S59～R6 加算平均 4.78%) 
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４  算出方法 

税引前収益率=税引前当期純利益÷売上高×１００ 

 

５  令和 6 年度売上高及び税引前当期純利益 

     

金額単位：千円 

 売上高 税引前当期純利益 税引前収益率 

海外事業 
    70,022,150   

(72,526,077) 

-1,701,022 

(2,459,256) 

-2.43％ 

(3.39％) 

国内事業 
262,079,808 

(298,237,392) 

26,531,183 

(24,030,652) 

10.12％  

(8.06％) 

総 額 
332,101,958 

(370,763,994) 

24,830,161 

(26,489,936) 

7.48％ 

(7.14％) 

上表中、（ ）内数値は前年度（令和 5 年度）調査結果の値 

 

６ 過去の収益率の推移 

次ページのグラフを参照してください。  

<問合せ先> 

一般社団法人 国際建設技術協会 伊藤、服部 

電話 ０３－５２２７－４１０７  メール：idi17@idi.or.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


